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三 司法の場における「虞犯少年」
二で検討した立法を経て形成された「虞犯少年」概念は、その後、公権
力の所在の持つ別の場面、つまり司法作用という場面で、法の解釈（とそ
の適用）という活動を受けながら、より緻密なものへと成形されていくこ
とになる。そして、こうした司法機関による解釈（と適用）という活動の
背景にも、公権力の所在によるある刑事政策の動向がうかがえるのである。
こうした視点のもとに、つぎに、この「虞犯少年」概念が、公権力にお
ける司法という側面から、どのようなものとして定義づけられてきたのか
を見ていくことにしたい。
そこで、まず、『司法統計年報』にもとづき、家庭裁判所における虞犯
保護事件の終局総人員数の変化を確認しておきたい（図１
(60)
参照)。『司法統
計年報』が発刊された昭和27（1952）年以降の虞犯保護事件の終局総人員
数を見ると、昭和46（1971）年までは5，000名台から7，000名台のあいだで
推移している。しかし、昭和47年には、4，006名に、また昭和48年には、
2，636名へと激減する。これは、昭和47年に「毒物及び劇物取締法等の一
部を改正する法律」が制定･施行されたことによる変動と考えられる。こ
の改正により、従来「虞犯少年」として処理されていたシンナー･接着剤
等乱用少年が、?犯罪少年」として処理されることになった。そのために、
虞犯保護事件の終局総人員数も大幅に減少したと考えられる。この終局総
人員数は、昭和58（1983）年には、3，536名まで微増するが、その後は減
少し続け、平成７（1995）年には、795名にまで至っている。なお、平成
15（2003）年の虞犯保護事件の終局総人員数は、919名である。
こうした虞犯保護事件の終局総人員数の変化は、昭和40年代以降、現在
(60) 所在不明等による審判不開始および不処分を除いた終局人員は、『司法統計年
報』による統計の取り方が異なる時期があり、経年比較ができないため、それらを
含んだ終局総人員を用いることにした。
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に至るまで、全体的に減少の傾向にあるものと言えるだろう。昭和47年の
「毒物及び劇物取締法等の一部を改正する法律」によって生じた変動を考
慮に入れたとしても、こうした減少傾向は、多少の増減はあるものの看取
できるであろう。それでは、なぜ、このような全体としての減少傾向が起
こったのであろうか。結論を先に言えば、この減少傾向には、司法機関に
よる解釈（と適用）という活動のなかで「虞犯少年」概念が変化していっ
たことが大きく影響しているのではないかと考えられるのである。以下の
考察では、この点についても明らかにしていくことにしたい。
本章では、まず、現行少年法成立後、60年近くのあいだに、司法機関
が、解釈によって「虞犯少年」の概念を、どのように明確化し、また変容
させていったのかを検討する。
そして、つぎに、こうした司法機関が、?虞犯少年」に対する保護処分
のあり方について、どのような考えを示していったのかを検討することに
したい。この問題は、犯罪（あるいは触法行為）をおこなっていない「虞
犯少年」に対して強制力を伴なう処分を課すことの可否を問うものであ
り、?虞犯少年」の概念の本質に深く関わる問題であると考える。
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１ ?虞犯少年」概念の明確化と変容
それでは、まず、?虞犯少年」の概念が、どのように明確化されていき、
またどのように変容されていったのかを検討していくことにしたい。
(１) 虞犯事由と虞犯性
(a) 虞犯事実について 家庭裁判所が少年を「虞犯少年」として保
護手続の対象とするためには、当該少年に非行事実の一態様である虞犯事
実が存在していることが必要となる。つまり、虞犯事実は、犯罪事実や触
法事実とともに、家庭裁判所が審判権を取得するうえでの不可欠な条件を
構成している。また、後述のように、一般的には、虞犯事実が実体法上の
審判対象の一つとしても理解されている。
この虞犯事実については、虞犯事由のみから構成されるとする見解もあ
(61)
るが、判例･学説ともに一般的には、虞犯事由と虞犯性から構成されるも
のと解されて
(62)
いる。そして、少年法３条１項３号イないしニに掲げる事由
が虞犯事由とされ、同号本文所定の「その性格又は環境に照して、将来、
罪を犯し、又は刑罰法令に触れる行為をする虞のある」ことが虞犯性とさ
れている。
この点、昭和43（1968）年２月に開催された全国少年係裁判官会同にお
いて、最高裁判所家庭局も、?現行法はぐ犯要件として、法３条の１項３
号の（イ）ないし（ニ）のぐ犯事由とぐ犯性の二つを要求しているものと
(61) 裾分一立「要保護性試論」家裁月報５巻４号（昭和28年）22頁参照。裾分判事
は、少年法３条１項３号本文所定の「その性格又は環境に照して、将来、罪を犯
し、又は刑罰法令に触れる行為をする虞のある」ことは、?少年保護事件の性質
上」、?虞犯少年」のみならず、?犯罪少年」や「触法少年」にも要求される事項で
あるとしている。ここでは、?虞犯性」が「要保護性」と同義に解されている。
(62) 判例については、松山家決昭和36･３･31家月13巻７号149頁等参照。学説に
ついては、団藤重光＝森田宗一『少年法〔新版〕』(有斐閣、昭和43年）49-50頁、
平場安治『少年法〔新版〕』(有斐閣、昭和62年）103頁、宮崎昇「虞犯保護事件の
取扱いについて」家裁月報５巻４号（昭和28年）135-136頁、同「国家の司法作用
としての少年審判―虞犯性の意義―」家裁月報５巻９号（昭和28年）45頁参照。
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解しています」との見解を示して
(63)
いる。
(b) 虞犯事由と虞犯性の関係 それでは、この虞犯事由と虞犯性
は、どのような関係にあるのだろうか。
この点、当初は、①虞犯事由と虞犯性は、ともに虞犯事実を構成する要
件として平等に並ぶものであるとする見解がみら
(64)
れた。
これに対しては、虞犯事由と虞犯性は、要件として並列的な関係にはな
いとする見解が主張された。現在、学説的には、この見解が一般的な支持
を得ているとい
(65)
える。この見解は、さらに二つの立場に大別できる。ま
ず、②虞犯事由は、虞犯性の徴表ないし類型であると解する見解がみら
(66)
れる。この見解からは、虞犯事由に該当する事実の存在が肯定された場
合、原則として虞犯性もまた肯定されるべきであるとされている。つま
り、虞犯事由に該当する事実の存在が肯定されることによって、虞犯性が
推定されるのである。そこで、例外的にこの推定を打ち破る特段の事情が
存在する場合にのみ、虞犯性を別個検討すればよいことになる。また、こ
の見解とは異なり、③虞犯事由が形式であり、虞犯性が実質であると解す
る見解が
(67)
ある。両要件がこうした関係にあるので、個々の虞犯事由を検討
する際には、虞犯性を考慮に入れて解釈すべきであるとされる。そこで、
?虞犯事由に当たる現実の行状の評価において、その現在において顕わに
なった少年の性格、環境に照らして、将来犯罪を行う危険性が看取される
(63) 最高裁判所事務総局家庭局「昭和四三年二月開催 少年係裁判官会同協議概
要」家裁月報20巻11号（昭和43年）129頁。
(64) 宮崎･前掲注（62）?虞犯保護事件の取扱いについて」135-136頁、同･前掲注
（62）?国家の司法作用としての少年審判」45頁参照。この点、宮崎昇判事は、?虞
犯保護事件の構成要件は不良事由（虞犯事由）と虞犯性の二でなければならない」
(括弧内は筆者）と述べている。(同･前掲注（62）?国家の司法作用としての少年
審判」45頁)。
(65) 田宮裕＝廣瀬健二編『注釈少年法〔改訂版〕』(有斐閣、平成13年）62頁等参
照。
(66) 阿部純二「虞犯少年の法的考察」家裁月報13巻９号（昭和36年）７頁参照。
(67) 平場･前掲注（62）103頁参照。
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ことを必要としかつそれで足りる」ものとして
(68)
いる。これら②と③の見解
を比較してみると、②の見解は、虞犯事由に虞犯性を推定させる機能があ
るとしており、虞犯事由と虞犯性のあいだに一層強く関連性を認めている
ことがわかる。
それでは、この点、司法機関では、どのように解されてきたのであろう
か。
判例をみると、当初は、上記①の見解のように、虞犯事由と虞犯性を完
全に併存させている決
(69)
定例や、上記②の見解のように、虞犯事由に該当す
る事実の存在から、虞犯性を推定していると考えられる決
(70)
定例が数多くみ
られた。また、前述の昭和43年２月に開催された全国少年係裁判官会同で
最高裁判所家庭局が示した見解も、あくまでも①の見解を超えるものでは
なかったといえる。
しかしながら、昭和46年10月27日の名古屋高等裁判所の決定において、
少年法３条１項３号の「全体の趣旨からみると、同号イないしニ所定の事
由は、そのうちの一個もしくは数個が合して、その少年の性格又は環境に
照して、同少年が将来罪を犯し、又は刑罰法令に触れる行為をする危険が
予測される程度のものであることを要」するとの判断が示さ
(71)
れた。この決
定は、形式と実質の関係として虞犯事由と虞犯性の内部的連関を考える上
記③の見解にもとづいたものであるとい
(72)
える。そして、こうした③の見解
(68) 平場･同上103頁。そして、この見解からは、①および②の見解に対して、次
のような批判がなされている。?…虞犯事由はその個々の形式について見ると、必
ずしも、要保護性または非行性を徴表するものではなく、形式上それに該当すると
いうことだけで保護の手続を始めることは、強制力行使を理由づけるに十分な、明
白にして緊迫した危険の存在を示さないと考える…。さりとて、虞犯性を独立のも
のと見て、少年の性格環境の調査を行い、彼自身の非行性を確定してからでなけれ
ば、保護の手続を開始し得ないとするのも現実的でない」。(平場･同上103頁)。
(69) 福井家決昭和34･４･14家月11巻12号147頁、松山家決昭和36･３･31家月13
巻７号149頁等参照。
(70) 釧路家決昭和29･４･９家月６巻８号80頁等参照。
(71) 名古屋高決昭和46･10･27家月24巻６号66頁。
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にもとづいていると考えられる決定例が、その後は一般的なものとなって
いったといえるだ
(73)
ろう。
このように虞犯事由を形式、虞犯性を実質と解する③の見解は、虞犯事
由に保障機能を持たせることになる。というのも、虞犯事由を認定する際
に虞犯性を考慮することによって、虞犯事実の過度の拡大を防ぐことにな
るからで
(74)
ある。よって、虞犯事由と虞犯性の関係については、司法機関に
おいても、少年の権利保障を重視した形での運用がなされていると言える
だ
(75)
ろう。
(c) 虞犯性と要保護性の関係 ここで、虞犯性の概念を明確にする
(72) この点、阿部純二教授も、?…こうした考え（平場安治教授による③の見解）
は本件決定と共通している。というよりも、本件決定は殆ど平場説を採用したもの
のように思われるのである」(括弧内は筆者）と評している。(阿部純二「虞犯にお
ける『罪を犯すおそれ』の意義」『少年法―その実務と裁判例の研究― 別冊判例
タイムズ６号』(判例タイムズ社、1979年）92頁)。
(73) この点、平成元（1989）年の家庭裁判所調査官実務研究（指定研究）報告書で
も、?実務的には、両者の要件を別個のものとして判断するのではなく、同時に、
例えば、ぐ犯事由に該当するか否かを判断するに当たっては、少年の性格、環境に
照らして当該具体的状況から、実際にぐ犯性がうかがえるかといった形で判断され
ているのが一般的である」とされている。(家庭裁判所調査官研修所編『ぐ犯保護
事件の調査方法について』(法曹会、平成元年）15頁)。また、大塚正之判事も、
?実務的には、やはり平場先生のおっしゃるように、ある程度ぐ犯事由を限定し、
絞りをかけながらも、しかし、最終的なぐ犯性の判断においては、数個のぐ犯事由
が列挙されていって、例えば、家出をしたとか、シンナーを吸ったとか、暴力団員
と交際していたとか、そういうものが列挙されていって、そういうものを総体とし
てみて、判断しているように思います」と述べている。(大塚正之「ぐ犯保護事件
の法律上の諸問題」家庭裁判所調査官研修所編『ぐ犯保護事件の調査方法につい
て』(法曹会、平成元年）256頁)。
(74) また、虞犯性は、虞犯事由を構成する事実を基礎にして、少年の「性格」や
「環境」に関する諸事実をも考慮しながら総合的に判断されることになる。(裁判所
職員総合研修所監修『少年法実務講義案〔改訂版〕』(司法協会、平成14年）33頁、
田宮＝廣瀬･前掲注（65）61-62頁参照)。
(75) 私見でも、形式と実質として虞犯事由と虞犯性に内部的連関があるとする見解
は、虞犯事由と虞犯性という二つの要件が設けられている意味を没却することがな
く、また現実的でもあるので妥当であると考える。
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ために、虞犯性と、実体法上の審判対象を構成する要保護性との関係につ
いて少し触れておくことにしたい。要保護性は、通説では、累非行性（犯
罪的危険性)･矯正可能性･保護相当性から構成されていると解されてお
り、このうち累非行性と虞犯性の関係が特に問題となる。
虞犯性と要保護性（累非行性）の関係について、前述のように虞犯事実
は虞犯事由のみで構成されているとする見解では、虞犯性は要保護性（累
非行性）に解消されることに
(76)
なる。だが、判例も含めて一般的には、両者
は別個のものであると解されているといえるだ
(77)
ろう。
虞犯性と要保護性（累非行性）を別個のものであるとする見解では、ど
の時点を基準として「虞犯少年」の犯罪（あるいは触法行為）の危険性を
判断するのかが、虞犯性と要保護性（累非行性）とで異なることになる。
虞犯性は虞犯事由の存在を前提としており、虞犯性を判断する基準時は、
虞犯事由が存在する時点であるとされる。これに対して、要保護性（累非
行性）は家庭裁判所調査官による調査等によって明らかにされるのであ
り、要保護性（累非行性）を判断する基準時は、処分を決定する時点とな
る。このように、虞犯性と要保護性（累非行性）を別個のものであるとす
る見解は、上記（b）で述べたように、虞犯事由と虞犯性に内部的連関が
あるとする見解が一般的に採られていることにも関連しているとい
(78)
える。
また、この見解では、虞犯性と要保護性（累非行性）とで裁判官による
判断の性質も異なるとされる。虞犯性に関しては、法律記録等にもとづい
(76) 裾分･前掲注（61）22頁参照。
(77) 平場･前掲注（62）104頁、田宮＝廣瀬･前掲注（65）62頁、大塚･前掲注
（73）258-261頁参照。
(78) この点、虞犯事由と虞犯性を並列的な関係に解している宮崎昇判事も、虞犯性
と要保護性（累非行性）は別個のものであるとしている。その根拠として、?対象
は同一であるが構成要件的面（人権保障の見地）よりは虞犯性とされ、少年保護の
面よりは要保護性とされ、二重性格乃至二面的観察をなすべきもの、その理由は虞
犯少年の特質に由来すると説明したらよいのではあるまいか」としている。(宮
崎･前掲注（62）?国家の司法作用としての少年審判」55頁)。
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て一般通常人を基準とした社会通念による経験的な判断がおこなわれる。
これに対して、要保護性（累非行性）に関しては、家庭裁判所調査官によ
る調査や少年鑑別所法務技官による鑑別の結果等（法律記録等も含む）に
もとづいて総合的科学的な判断がおこなわれる。
さらには、要保護性（累非行性）よりも虞犯性の方が、より高い犯罪
（あるいは触法行為）の危険性が要求されているという点でも両者は異なる
とされている。この虞犯性の内容については、次の部分で検討する。
とりあえずここでは、虞犯性と要保護性（累非行性）は、判例も含めて
一般的に別個のものとして理解されてきたということを押さえておくに止
めたい。要保護性を含めた実体法上の審判対象に関する問題については、
後述の節で改めて論じることにする。
(d) 虞犯性の内容 そこで、つぎに、法概念上で以上のような位置
づけにある虞犯性は、いかなる内容のものとして解されるべきなのかが問
題となる。虞犯性がある、つまり「(性格または環境に照らして）犯罪（あ
るいは触法行為）をおこなう虞がある」とは、どういう状態を意味してい
るのであろうか。
この場合、(ⅰ）?虞」とは、犯罪（あるいは触法行為）をおこなう危険
性であるとしても、どの程度の危険性として解される必要があるのか、ま
た（ⅱ）おこなう「虞」のある「犯罪（あるいは触法行為)」とは、どのよ
うな意義のものとして解される必要があるのか、という二つの問題に分け
て考えることができるだろう。
まず、(ⅰ）?虞」とは、どの程度の危険性として解される必要があるの
かという点について問題にし
(79)
たい。
(79) なお、虞犯性が認定されるための「犯罪（あるいは触法行為）をおこなう危険
性の程度」の問題は、家庭裁判所の審判権取得の際にも問題となるので、?虞犯少
年」に対する終局決定の際に問題とされる「虞犯性（自体）の程度」の問題とは分
けて考察する必要があると考える。この「虞犯性の程度」については次節で検討す
る。
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この点については、学説上それほど見解の相違がないといえるだろう。
ただ単に何らかの犯罪（あるいは触法行為）をおこなう可能性（つまり漠然
とした危険性）があるというだけでは不十分であり、犯罪（あるいは触法行
為）をおこなう蓋然性（つまり高度の危険性）まで認められることが必要で
あるという理解に余り異論は見られ
(80)
ない。ただ、高度の危険性を必要とし
ている点で同趣旨と考えられるが、それを更に強調して「高度の蓋然性で
なければならない」とする立場も見ら
(81)
れる。これらの解釈は、?虞犯少年」
は未だ罪を犯していないにも関わらず、?犯罪少年」や「触法少年」と同
じく、国家の強制力行使の対象となる者であるから、強制力行使が正当化
されるためには、その犯罪（あるいは触法行為）の危険性は高度のもので
なければならないということから導かれる。
それでは、司法機関は、この点についてどのように判断しているのだろ
うか。
判例をみると、当初、この問題について特に明確な判断は示されていな
かったといえる。
しかし、徐々に、?虞」が「蓋然性」として明確化されるようになる。
(80) 阿部･前掲注（66）9-10頁、阿部･前掲注（72）93頁、団藤＝森田･前掲注
（62）50頁、宮崎･前掲注（62）?虞犯保護事件の取扱いについて」140頁、森田･
前掲注（10）15頁参照。この点、森田宗一判事は、この蓋然性について、?相当因
果関係的に予測されることを要するものと解すべきである」としている。また、だ
からこそ、?少年の『性格又は環境に照して』有機的にまた個別的に判断しなけれ
ばならない」とする。(森田･同上15頁。また、宮崎･同上140頁も同旨)。これに
対して、阿部純二教授は、相当因果関係説の折衷説に立ち、行為者による事情の認
識が問題とされない虞犯性に関しては、相当因果関係説が成り立ち得ないとしてい
る。(阿部･前掲注（66）9-10頁)。確かに、そもそも虞犯性では、過去の行為と結
果とのあいだの因果関係ではなく、少年自身と将来に予測される犯罪（あるいは触
法行為）との関係が問題とされるので、厳密な意味での相当因果関係説は成り立ち
得ないであろう。しかしながら、相当因果関係説の客観説を念頭に置いて、「相当
因果関係的」と表現することまで排除されるものではないと考える。
(81) 澤登俊雄『少年法入門〔第２版補訂〕』(有斐閣、2003年）88頁、田宮＝廣瀬･
前掲注（65）61頁参照。
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昭和46年10月８日の和歌山家庭裁判所の決定では、虞犯性が「…犯罪行為
に発展する蓋然性」として解されて
(82)
いる。また、上記（b）でも触れた昭
和46年10月27日の名古屋高等裁判所の決定においても、虞犯性について
「…犯罪の蓋然性があること」との解釈が示されて
(83)
いる。これらの「蓋然
性」が高度の危険性として理解されているとすれば上記の見解と一致する
ことになる。
また、下級審の決定例ではあるが、平成12年10月３日の東京家庭裁判所
の決定は、この点について明確な定義づけをおこなって
(84)
いる。この決定に
よれば、?…ぐ犯が成立するときには、少年の健全育成を図るためとはい
え、少年に対して少年院送致等の不利益処分を科すこともできることから
すれば、ぐ犯性の内容は、少年の性格や環境等に照らし、抽象的、一般的
にみて将来少年が特定の犯罪を犯す可能性があると予測できるという程度
では十分ではなく、将来少年が特定の犯罪を犯す蓋然性が高いと認められ
ることが必要であると解される」としている。つまり、?将来少年が特定
の犯罪を犯す」ことについて、?抽象的、一般的にみて…可能性があると
予測できるという程度」では不十分であり、?蓋然性が高い」ことが必要
であるとの判断を示している。このように「蓋然性が高い」ことを要求し
ていることは、?虞」を犯罪（あるいは触法行為）の高度の危険性と解する
上記の見解の趣旨に沿っており、さらに「高度の蓋然性でなければならな
い」とする立場のように、危険性が高度であることの必要性を強調してい
るものと理解できるだろう。
それでは、つぎに、(ⅱ）予測される「犯罪（あるいは触法行為)」は、
どのような意義のものとして解される必要があるのかという点について問
題にすることにしたい。
この点に関して、学説は、３種の見解に分類することができるだろう。
(82) 和歌山家決昭和46･10･８家月24巻６号100頁。
(83) 名古屋高決昭和46･10･27家月24巻６号66頁。
(84) 東京家決平成12･10･３家月53巻３号106頁。
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まず、①予測される「犯罪（あるいは触法行為)」は、特定のものである
必要はなく、一般的な犯罪（あるいは触法行為）の危険性で足りるとする
見解が
(85)
ある。この見解によれば、犯罪（あるいは触法行為）の前段階にま
で至った少年が、いかなる犯罪（あるいは触法行為）を発現させるかにつ
いて、特定することの難しい場合が数多くあるとして
(86)
いる。そこで、経験
則上、犯罪（あるいは触法行為）との有意的関連性が認められれば、虞犯
性を認めて差し支えないとする。つまり、?少年の非行性が、次の段階に
進むとすればもはや罪を犯さないではすまないであろうような熟度に到達
した」ことが、?一定の非行事実の反覆･累積から…看取し得ることが重
要なので
(87)
ある」。また、虞犯性という要件をこのように解したとしても、
?とくにその厳格性を緩めることにはならず、十分に国家の強制力行使を
正当化するに足りる」としている。
つぎに、②予測される「犯罪（あるいは触法行為)」は、特定のものであ
る必要があるが、刑事学的な犯罪類型を示すことで足りるとする見解を挙
げることがで
(88)
きる。この見解によれば、予測される「犯罪（あるいは触法
行為)」については、一般的な犯罪（あるいは触法行為）の危険性では不十
分であるにしても、具体的な罪名まで特定することは必ずしも現実的とは
言えないとしている。そして、財産犯、粗暴犯、風俗犯、性的犯罪といっ
た、犯罪者の行動様式に着目した刑事学的な犯罪類型を用いることの方
が、実務上の感覚からしても妥当であるとする。また、このように解した
(85) 阿部･前掲注（66）10-12頁、阿部･前掲注（72）93-94頁、大塚･前掲注
（73）260-261頁、澤登･前掲注（50）550頁、同･前掲注（81）89頁、平場･前掲
注（62）104頁参照。
(86) また、次の②の見解のように、刑事学的な犯罪類型という程度で特定したとし
ても、真に認定者を拘束する法的要件としてはあまり意味がないとしている。(阿
部･前掲注（72）94頁)。
(87) 阿部･同上94頁。
(88) 田宮＝廣瀬･前掲注（65）61頁、豊田健「虞犯をめぐる二、三の問題」家裁月
報29巻７号（昭和52年）10頁、同「少年事件における事件単位の原則」家裁月報33
巻９号（昭和56年）７-８頁、森田･前掲注（10）14-15頁参照。
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としても、?具体的な犯罪類型の判断までなされていれば人権保障上の弊
害も考えられない」として
(89)
いる。
さらに、③予測される「犯罪（あるいは触法行為)」は、特定のものであ
る必要があり、具体的な罪名を示すことを要するとする見解が
(90)
ある。この
見解によれば、犯罪（あるいは触法行為）を「特定しないでぐ犯性を認定
すると、どうしてもその判断が大まかになりやすく、ぐ犯要件をゆるやか
に解釈する傾向は避けられない」ので、少年の権利保障の見地から考えて
も問題があると
(91)
する。また、具体的な犯罪（あるいは触法行為）の予測も
実務上決して不可能ではないとしている。さらに、?予測される行為が
『罪』または『刑罰法令に触れる行為』だという判断は不可欠であり、そ
の判断は個々の刑罰法令の要件に該当するという判断でしかありえ
(92)
ない」。
そこで、?ぐ犯事由を中核として、性格、環境等ぐ犯性を基礎付ける事実
をも併せ検討し、犯すおそれのある具体的な罪名をできるだけ特定…の上
例示すべき」であると
(93)
する。なお、この場合には必ずしも一罪には限られ
ないとしている。上記３種の見解のうち、この③の見解が少年の権利保障
を重視していることからも現在では最も有力に主張されているといえるだ
(94)
ろう。
それでは、以上のような見解の対立をふまえて、司法機関が、予測され
(89) 田宮＝廣瀬･同上61頁。
(90) 内園盛久＝今井俊介＝西岡清一郎「少年審判手続における非行事実認定に関す
る実務上の諸問題」司法研究報告書37輯１号（昭和62年）21頁、大島哲雄「ぐ犯と
犯罪との関係」家裁月報35巻３号（昭和58年）137-138頁、団藤＝森田･前掲注
（62）50頁、所一彦「虞犯性の内容･程度」田宮裕編『別冊ジュリスト147号 少年
法判例百選』(有斐閣、1998年）19頁、宮崎昇「虞犯少年に関する研究」司法研究
報告書８輯１号（昭和30年）266-273頁、同･前掲注（62）?虞犯保護事件の取扱い
について」140-141頁参照。
(91) 大島･同上137頁。
(92) 所･前掲注（90）19頁。
(93) 内園＝今井＝西岡･前掲注（90）21頁。
(94) 裁判所職員総合研修所･前掲注（74）33頁等参照。
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る「犯罪（あるいは触法行為)」の意義をどのように解してきたのかを検討
することにしたい。
まず、決定例では当初、上記①の見解に立って虞犯性の判断をおこなっ
ていたものが大多数であったとい
(95)
える。
この点に関する分析については、昭和54（1979）年の時点で、阿部純二
教授も、?少年法３条１項３号の『罪』を犯すおそれが具体的な犯罪を指
すと解されるのであれば、これは虞犯少年の法的要件であるから、当然、
決定書においてその具体的犯罪が何かが認定されていなければならない。
しかし、私のみたかぎりでは、家裁月報に登載された決定例で、こうした
認定をしているものは殆ど見当らない」としたうえで、?実務は、むしろ
一般的危険性で足るという考え方で運用されているように思われる」との
考えを示して
(96)
いる。
こうした①の見解に立った決定例では、ただ単に、文言通りに、少年の
「性格又は環境に照して、将来、罪を犯し、又は刑罰法令に触れる行為を
する虞」があるか否かが認定されるだけであった。つまり、どのような
「罪」なのか、あるいはどのような「刑罰法令に触れる行為」なのかが具
体的には示されていなかった。
しかし、このような判例の動向のなかでも、上記（b）でも触れた昭和
46年10月27日の名古屋高等裁判所の決定は、上記③の見解に立つ判断を明
確に示
(97)
した。この決定では、?…罪もしくは刑罰法令に触れる行為は、単
(95) 名古屋高決昭和24･10･20家月２巻６号229頁、横浜家決昭和31･5･７家月８
巻８号39頁、宇都宮家栃木支決昭和31･５･７家月９巻１号39頁、横浜家決昭和
32･３･11家月９巻４号87頁、京都家決昭和32･５･27家月９巻７号49頁、大阪家
決昭和33･１･16家月10巻４号60頁、和歌山家決昭和46･10･８家月24巻６号100
頁等参照。公刊物上のものであり非常に限定されてはいるが、『家庭裁判月報』に
登載された虞犯保護事件の決定例を検討してみても、家庭裁判所で少年審判制度が
開始された直後から昭和50年代の初頭までは、圧倒的多数の決定例が①の見解に立
った決定をおこなっている。
(96) 阿部･前掲注（72）93-94頁。
(97) 名古屋高決昭和46･10･27家月24巻６号66頁。本決定以前にも、下級審の決定
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に一般的、抽象的な犯罪一般というものではなく、ある程度具体性をもっ
た犯罪の蓋然性があることを要するものと解するを相当とする」としてい
る。つまり、この決定では、明確に①の見解が否定されたうえで、③の見
解が妥当であると判示されたのである。
そして、この名古屋高等裁判所の決定後、相当期間経過してから、徐々
にではあるが、③の見解に立つ決定例が広く見られるようになっていった
といえるだ
(98)
ろう。したがって、名古屋高等裁判所の決定が示された後も、
かなりの期間は、①の見解に立つ決定例も数多く見られた。
この点に関する分析については、平成元（1989）年の時点で、大塚正之
判事が、?東京家裁の各裁判官の御意見を伺ったところ、ある程度具体的
罪名を予測することができるし、具体的罪名を認定しているとおっしゃる
方が多かったようです。学説上もある程度具体的罪名は予測できるという
考え方が多いようです。しかし、では罪名を特定しなければぐ犯性ありと
は言えないのかというと、実務は必ずしもそのようには動いていないよう
です」と述べて
(99)
いる。
また、この時期の決定例には、上記②の見解に立ち、刑事学的な犯罪類
例には③の見解を明言しているものもみられる。こうした決定として、松山家決昭
和36･3･31家月13巻７号149頁、大阪家決昭和44･２･20判時554号97頁。
(98)『家庭裁判月報』に登載された虞犯保護事件の決定例を検討してみても、昭和
50年代の中葉から平成元（1989）年までは、具体的な罪名を何ら記載していない決
定例と、予測される具体的な罪名を記載している決定例とが拮抗している。
(99) 大塚･前掲注（73）260頁。また、大塚判事は、その根拠として次のように述
べている。?『家庭裁判月報』の第31巻から第39巻までのぐ犯に関する裁判例を全部
拾ってみたところ、四十数件あったわけなのですが、そのうちぐ犯事実を具体的に
認定している裁判例が32個ありました。その内訳を見ますと、ア 何らの特定もさ
れていないもの…17／イ 罪名＋「等」で特定するもの…13／うち一つの罪名を掲
げるもの…６／二つ以上の罪名を掲げるもの…７／ウ 犯罪類型で特定するもの…
２というように、予測される犯罪の罪名を特定していないものが17もあるわけで
す。刊行物に載ったものという限定はありますが、半数は全然罪名を特定しないで
認定しているということなのですね。…名古屋高裁決定では、単に一般的、抽象的
な犯罪一般というものではなく、ある程度具体性を持った犯罪の蓋然性があること
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型を示しているものも見ら
(10)
れた。
しかしながら、現在では、予測される具体的な罪名を示している決定例
がほとんどであるといえるだ
(101)
ろう。ただ、こうした決定例では多くの場
合、具体的な罪名に「等」や「など」が付けられており、なかには刑事学
的な犯罪類型が併用されているものもある。こうしたことからも、そこで
は、予測される犯罪が明確に特定されているわけではなく、上述の名古屋
高等裁判所の決定にいう「ある程度具体性をもった犯罪」が示されている
ものといえるだろう。
これまで検討してきたところからしても、虞犯性という法概念は、司法
機関による「虞犯少年」という定義づけの中核をなすものと考えられる。
以上の（ⅰ）および（ⅱ）で検討してきたように、司法機関によって、こ
の法概念は、変容を受けながらも、特定の犯罪（あるいは触法行為）をお
こなう高度の危険性（蓋然性）があることとして明確化されるに至ってい
る。ここでは非常に限定的な解釈がなされているといえるだ
(102)
ろう。
を要するとされているわけですが、具体性を帯びるためにはある程度の特定性が要
求されるというふうに考えると、特定性に近い概念だろうと思うのですが、実際の
実務では書かれていないケースが非常に多いということなのですね」。(大塚･同上
260頁。また、所･前掲注（90）19頁参照)。
(10) ?性犯罪」という犯罪類型を用いたものとして、福岡家決平成元･１･17家月
41巻５号90頁等。?風俗犯罪」あるいは「風俗犯」という犯罪類型を用いたものと
して、山口家下関支決昭和52･１･９家月30巻10号80頁、高松家決平成２･３･15
家月42巻７号67頁等。
(101)『家庭裁判月報』に登載された虞犯保護事件の決定例を検討してみても、平成
３（1991）年以降、現在に至るまでは、全ての決定例が具体的な罪名を示して決定
をおこなっている。
(102) 私見でも、虞犯性の概念は、特定の犯罪（あるいは触法行為）をおこなう高度
の危険性があることとして解されるのが妥当であると考える。二で検討したよう
に、立法過程でも「虞犯少年」は、あくまでも「犯罪少年」に準じるような少年と
して位置づけられていた。つまり、?虞犯少年」は、ある特定の犯罪（あるいは触
法行為）を実際におこなった少年へと、あと一歩で転じる少年とされていたのであ
る。そこで、犯罪事実や触法事実と等しく並ぶものとして、虞犯事実にも、特定の
犯罪（あるいは触法行為）をおこなう高度の危険性があることとしての虞犯性が要
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(e) 虞犯事由について そこで、この虞犯性とともに虞犯事実を構
成するもう一つの要件である虞犯事由が、どのように解釈されてきたのか
をつぎに検討することにしたい。
虞犯事由は、保護欠如性を示すとされる事由イ（?保護者の正当な監督に
服しない性癖のあること」）および事由ロ（?正当の理由がなく家庭に寄りつか
ないこと」)、環境的危険性を示すとされる事由ハ（?犯罪性のある人もしく
は不道徳な人と交際し、またはいかがわしい場所に出入すること」)、性格的問
題性を示すとされる事由ニ（?自己または他人の徳性を害する行為をする性癖
のあること」）から構成されて
(103)
いる。これらの事由は、二で検討したように
「ステイタス･オフェンダー」の規定をその原型としている。
この虞犯事由は、?虞犯少年」の認定に客観性を付与し、少年の権利保
障に資する機能を有しているとさ
(104)
れる。したがって、これらの事由は、例
示的列挙ではなく、制限的列挙として厳格に解釈される必要があるとされ
て
(105)
いる。ただし、全ての事由に該当している必要はなく、少なくとも一つ
の事由に該当するだけで虞犯事由の要件は満たされることに
(106)
なる。だが、
実際には重畳的･複合的に該当する場合がほとんどであるとされて
(107)
いる。
しかしながら、こうした虞犯事由は、?正当な監督」、?正当の理由」、
?犯罪性のある人」、?不道徳な人」、?いかがわしい場所」、?徳性を害する」
といった漠然とした規範的な概念を中心に構成されている。そのために、
求されていると考えるべきであろう。そして、このように考えることで、犯罪（あ
るいは触法行為）の一般的な危険性と解され、いずれの「非行少年」の要保護性を
も共通して構成する累非行性と、?虞犯少年」の非行事実（虞犯事実）を構成する
虞犯性とが区別されることになる。また、虞犯性をこのように解することによっ
て、虞犯事実が不当に拡大することを防ぐことにもなるだろう。
(103) 田宮＝廣瀬･前掲注（65）61頁、平場･前掲注（62）104-106頁参照。
(104) 田宮＝廣瀬･同上61頁、団藤＝森田･前掲注（62）52頁参照。
(105) 田宮＝廣瀬･同上61頁、団藤＝森田･同上53頁参照。
(106) 広島高決昭和37･７･19家月14巻11号205頁、名古屋高決昭和46･10･27家月
24巻６号66頁参照。
(107) 田宮＝廣瀬･前掲注（65）61頁参照。
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虞犯事由は判断者の価値観に左右される可能性が強く、法的安定性を害す
るので問題であるとの指摘がなされて
(108)
いる。
上記（b）で検討したように、虞犯事由と虞犯性の関係については、虞
犯事由を形式、虞犯性を実質として解する立場が司法機関では一般的に採
られていると言えるだろう。この立場からすれば、虞犯性は虞犯事由に該
当する具体的事実に化体されている必要があるので、少年の行状が虞犯事
由に該当するか否かを判断する際には虞犯性が考慮されなければならない
ことになる。このように、虞犯性を有する行状でなければ虞犯事由に該当
しない、という形で要件に絞りをかけることによって、虞犯事由に含まれ
る曖昧な概念の広がりに歯止めをかけることになるであ
(109)
ろう。だからとい
って、こうした概念に対する懸念が完全に払拭されるわけではない、との
批判も考えられる。最終的にはこうした概念は個々の事案で慎重に判断さ
れるしかないとい
(10)
える。
以上、虞犯事実を構成する要件である虞犯事由と虞犯性、また両者の関
係を中心に検討してきた。二でも述べたように、虞犯事由と虞犯性は、二
重の要件として「虞犯少年」概念を基礎づける虞犯事実を画している。こ
うした虞犯事由と虞犯性は、相補的関係に立ちながら虞犯事実を構成して
(108) 澤登･前掲注（81）88頁参照。
(109) 事由イについて例を挙げて考えてみたい。高校卒業後に親から自立して生活し
ようとする少年の意向に対して親が反対している場合に、この保護者の態度が「正
当な監督」と言えることもあるかもしれない。しかし、その少年の行状が、特定の
犯罪の高度の危険性を、つまり虞犯性を帯びるものでない限り、?正当な監督に服
しない性癖のある」ことにはならないことになる。そこで、事由イ自体も、保護者
としては当然監督を必要とするような不当な行状であり、放置すれば特定の犯罪の
高度の危険性を具備するに至るような行状を指しているもの、と限定的に解される
ことになる。(平場･前掲注（62）104-105頁、大塚･前掲注（73）253-254頁参
照)。
(10) ただ、私見としては、少年法制が教育的な配慮を求める要請にも応えるもので
あり、かつまた教育というものが関係当事者間のゆらぎの幅を持った相互信頼関係
から構築されるものであるとするならば、少年法制から漠然とした規範的な概念を
完全に取り去ることはできないのではないかと考える。
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おり、虞犯事由は形式、虞犯性は実質という形で一般的には理解されてい
るといえる。そのなかでも、とりわけ虞犯性が、虞犯事実が認められる場
合に中心的な役割を果たしているといえるだろう。その虞犯性は、少年審
判において非常に限定的に解釈されつつ機能している。
(２) 虞犯事実の同一性
これまでは、虞犯事実が、どのような内部構成をしているものと解釈さ
れてきたのかという問題を扱ってきた。つぎに、虞犯事実が、どのような
輪郭を有しているものと解釈されてきたのかという点を論じてみたい。
犯罪事実および触法事実が、過去の特定時点の行為を内容としているの
に対して、虞犯事実は、前述のように、一定期間継続してきた行状を内容
としている。したがって、虞犯事実を特定するためには、対象となる少年
の行状を時間的また空間的に区切る必要がある。そこで、時間的また空間
的にいかなる範囲において虞犯事実に同一性が認められるのかという問題
として、虞犯事実のいわば輪郭が論じられることになる。
そして、この問題は、虞犯保護事件での一事不再理効が及ぶ範囲の問題
と関連して論じられて
(11)
いる。
(a) 時間的同一性 それでは、まず、虞犯事実の時間的同一性の問
題について検討することにし
(12)
たい。この問題は、実務上は、虞犯事実を理
由として観護措置をとった少年を試験観察に付したところ、再び虞犯行状
がみられるようになった場合に、再度、観護措置をとることが可能なのか
という問題に絡んで論じられてきた。送致事実とされた虞犯事実と、送致
後にみられるようになった虞犯行状とのあいだに同一性は認められるので
(11) 保護処分に一事不再理効を認める少年法46条１項には「犯罪少年」に対する保
護処分の場合のみが規定されているが、現在では「虞犯少年」に対する保護処分に
ついても本条が類推適用されるものと解されるに至っている。(仙台家決昭和59･
７･11家月37巻４号68頁、広島高決平成10･２･17家月50巻７号128頁、東京高決
平成11･９･９家月52巻２号172頁)。
(12) この問題は、縦断的同一性の問題とも呼ばれる。
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あろうか。そこで、どの時点までの虞犯行状を一個の虞犯事実と解すべき
なのかが問題となる。
この点に関しては、学説上、①事件送致時までの虞犯行状を一個の虞犯
事実とする
(13)
見解と、②終局決定時までの虞犯行状を一個の虞犯事実とする
(14)
見解がみられる。
①の見解は、上記のように再度の観護措置をとる必要があるときには、
実務上、新たな虞犯保護事件として立件することもあるということを説明
し得るという点、また実務上、保護処分の基礎となる非行事実としては、
送致書記載の送致事実を記載し、送致後の虞犯行状は要保護性のなかで評
価している扱いも少なくないという点、さらに家庭裁判所における事件の
受理は、単に形式的な事件係属の発生を意味するものではなく、実質的な
保護の開始を意味するのであり、少年にも新たな人格態度が期待されるこ
とになるという点を理由として、審判の対象としての虞犯事実は、家庭裁
判所への事件送致によって一旦締めくくられ、送致後の虞犯行状は新たに
立件しない限り、要保護性に関する事実に止まるものと解すべきであると
する。また、この見解に立ったとしても、一事不再理効は保護処分時まで
の虞犯行状の全てに及ぶものとされる。というのも、非行事実とともに要
保護性も審判の対象であるとするならば、保護処分決定に際して要保護性
(13) 早川義郎「虞犯事実と犯罪事実の関係について」家裁月報26巻１号（昭和49
年）20-23頁参照。
(14) 揖斐潔「虞犯と犯罪の吸収関係」家裁月報37巻11号（昭和60年）136-138頁、
大島･前掲注（90）142-147頁、加藤学「虞犯事実の単一性」田宮裕編『別冊ジュ
リスト147号 少年法判例百選』(有斐閣、1998年）20-21頁、同「ぐ犯をめぐる諸
問題」判例タイムズ996号（1999年）329-331頁、多田周弘「少年保護事件における
デュー･プロセスの実現のための覚書（中）―少年法の実務上の論点」判例タイム
ズ634号（1987年）16-17頁、田宮＝廣瀬･前掲注（65）63頁、栃木力「虞犯事件と
少年法46条の類推適用」家裁月報38巻２号（昭和61年）181-182頁、豊田･前掲注
（88）?虞犯をめぐる二、三の問題」２-６頁、19頁、24-25頁、同･前掲注（88）
?少年事件における事件単位の原則」９頁、20頁、中村護「少年審判における行為
と人格―決定書と関連して―」家裁月報31巻４号（昭和54年）17-18頁、平場･前
掲注（62）161頁参照。
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認定の重要な資料となった事実についても少年法46条１項の「審判を経た
事件」として一事不再理効が認められると解されるからであるとしている。
これに対して、②の見解は、少年に新たな人格態度を期待するのは、家
庭裁判所による事件の受理を少年が知り得る制度になっていない以上、事
件を受理した時点では困難なことであり、当該事件について家庭裁判所と
しての終局決定をした時点が最も妥当であるという点、また終局決定の時
期は外部的にも明確であるという点、さらに保護処分決定の基礎となった
非行事実のみに及ぶものと一般的に解されている一事不再理の効力の範囲
と一致して理解することができるのであり、少年の法的地位の安定にも資
するという点を理由として、終局決定の前後における連続した虞犯行状
は、終局決定によって分断された別個の虞犯事実となるものと解すべきで
あるとする。また、再度の観護措置をとることの可否の問題に関しては、
この見解においても、常習一罪の関係にある犯罪については、たとえそれ
が前の犯罪と一罪の関係にある事実であっても、前の逮捕･勾留の機会に
よる同時処理が不可能である場合は再度の逮捕･勾留が許されるとされて
いるのと同様に、同一性の範囲内にある虞犯行状であっても、同時処理が
不可能である場合は再度の観護措置は許されると解されるとしている。
以上のように、いずれの見解も、少年に新たな人格態度を期待できる時
点を基準として虞犯事実の同一性を認めていることが分かる。そして、保
護処分決定以前の虞犯行状に一事不再理効が及ぶとする点、また送致後の
虞犯行状について再度の観護措置をとることが可能であるとする点につい
ては、両見解に相違は見られない。
それでは、つぎに、こうした見解の対立を前提として、この問題につい
て司法機関ではどのように判断されてきたのかを検討することにしたい。
この点、過去の判例を見てみると、上記①の見解を採っている決定と上
記②の見解を採っている決定が共に見ら
(15)
れる。だが、近時では、判例上も
(15) ①の見解を明言している決定として、東京家決昭和60･12･26家月38巻８号
101頁、前橋家決平成２･９･５家月43巻12号97頁、静岡家決平成７･９･19家月
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②の見解が一般的なものとなってきていると見て差し支えないであ
(16)
ろう。
なお、昭和48年１月19日の神戸家庭裁判所の
(17)
決定は、試験観察の決定が
なされた場合には試験観察決定時までの虞犯行状を一個の虞犯事実とする
見解を示しているものとして評されて
(18)
いる。確かに、『家庭裁判月報』に
登載されている決定書の文面上では、非行事実として、家庭裁判所への事
件送致前の虞犯行状と、試験観察決定後の虞犯行状とで項目を分けて記載
している。しかしながら、虞犯事実の認定がそれぞれの虞犯行状について
なされているわけではなく、全体として一つの虞犯事実が認定されてい
る。この点、②の見解に立ったとしても、同様の認定がなされるであろ
う。したがって、この決定を独自の見解を示しているものと言い切ること
ができるかについては疑問の余地が
(19)
ある。また、こうした見解を明言して
いる決定例も他には特に見受けられ
(120)
ない。
48巻１号144頁。①の見解を採っていると考えられる決定として、金沢家決昭和
48･４･14家月25巻12号107頁、岐阜家決昭和62･11･18家月40巻５号171頁。②の
見解を明言している決定として、東京家決平成10･６･３家月50巻11号98頁。②の
見解を採っていると考えられる決定として、名古屋高決昭和62･12･４家月40巻５
号170頁、東京家決平成6･10･12家月47巻７号237頁、東京家決平成８･１･18家
月48巻８号106頁。
(16) 高知家決平成11･３･18家月51巻８号70頁、浦和家決平成12･９･20家月53巻
２号166頁、宮崎家決平成15･３･20家月56巻４号150頁参照。また、山地修「少年
保護事件における一事不再理に関する諸問題」家裁月報54巻７号（平成14年）17頁
参照。
(17) 神戸家決昭和48･１･19家月25巻10号130頁。
(18) 豊田･前掲注（88）?虞犯をめぐる二、三の問題」６頁参照。
(19) 本決定で仮に各虞犯行状について別個の虞犯事実が認定されていたとしても、
家庭裁判所への事件送致後から試験観察決定前の行状が審判の対象とされているか
不明であり、そこで審判の対象とされていないとすれば本決定は①の見解を採って
いる決定との相違がなくなることになるであろう。(加藤･前掲注（14）?ぐ犯をめ
ぐる諸問題」330頁参照)。
(120) 私見としては、②の見解が妥当なのではないかと考えている。私見では、後述
のように保護的措置の持つ意義を重視する必要があると考えているので、①の見解
にも親和性がある。だが、保護的措置等を観た上で家庭裁判所が下す最終的な教育
的判断である終局決定が少年に対して持つ重みはやはり否定できないのであり、こ
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(b) 空間的同一性 つぎに、虞犯事実の空間的同一性の問題につい
て検討することにし
(121)
たい。虞犯保護事件では、少年の行状が少年法３条１
項３号のイからニまでの虞犯事由の複数に該当するという場合が多く、ま
たイからニまでの各虞犯事由に該当する事実がそれぞれ複数あるという場
合も多いとされる。そこで、このような場合に虞犯事実が何個成立するの
かが問題となる。
この点については、学説上、まず、①一定の時期において虞犯事実が複
数個成立することを認める
(12)
見解と、②一定の時期において虞犯事実は一個
しか成立しないとする
(123)
見解とに大別することができる。その上で、①の見
解はさらに、イからニまでの虞犯事由ごとに虞犯事実が成立するとする見
解、また虞犯事由に該当する具体的事実ごとに虞犯事実が成立するとする
見解、さらに虞犯事由に該当する事実から予測される虞犯性（あるいは刑
事学的な犯罪類型）の種類ごとに虞犯事実が成立するとする見解に細分す
ることができるだろう。
①の見解からは、②の見解では、審判の対象とされた虞犯行状と同時期
の重大な虞犯行状が終局決定後に発見されたとしても、一事不再理効が及
ぶことにより虞犯保護事件として新たに立件することができないし、また
虞犯事実の同一性の範囲が広がり過ぎて相当ではないとの批判がなされて
いる。
ただ、少年の人格に関わり将来の犯罪（あるいは触法行為）への予防的
の時点においてこそ少年に対して新たな人格態度を期待できるものと考えられる。
(121) この問題は、横断的同一性の問題とも呼ばれる。
(12) 豊田･前掲注（88）?虞犯をめぐる二、三の問題」６-12頁、同･前掲注（88）
?少年事件における事件単位の原則」９-10頁、内園＝今井＝西岡･前掲注（90）27
頁、山﨑恒「送致事実と異なる事実の認定」『少年法―その実務と裁判例の研究―
別冊判例タイムズ６号』(判例タイムズ社、1979年）159-161頁参照。
(123) 揖斐･前掲注（14）139-141頁、大島･前掲注（90）140-147頁、大塚･前掲注
（73）264-265頁、加藤･前掲注（14）?ぐ犯をめぐる諸問題」331-332頁、多田･前
掲注（14）16-17頁、田宮＝廣瀬･前掲注（65）62-63頁、栃木･前掲注（14）182-
185頁、中村･前掲注（114）17頁、平場･前掲注（62）160-161頁参照。
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な対応を目指すという「虞犯少年」を規定する制度の趣旨から考えれば、
虞犯事実の併存は理論的に認め難いという点、また審判の対象とされた虞
犯行状と同時期の重大な虞犯行状が後に判明したとしても、審判時以降問
題がなく虞犯行状も終息しているとすれば調査や審判の対象とする必要も
認められないという点、虞犯事実の同一性の判断基準が明確となるので少
年の法的地位も安定化するという点から、広く②の見解が支持されている
と言える。
また、司法機関でも一般的に②の見解が採られているといえるだ
(124)
ろう。
なお、昭和43年２月に開かれた全国少年係裁判官会同において、最高裁判
所家庭局も、?…一定時期においてはぐ犯事由を問わず一個のぐ犯事件が
成立するというように考えて」いるとの見解を示
(125)(126)
している。
以上、虞犯事実の同一性の問題がどのように理解されているのかという
ことについて検討してきた。時間的同一性については終局決定時を基準と
し、空間的同一性については同一時期に一個の虞犯事実しか成立しないと
解する立場が、学説上も、また判例上も一般的に採られているといえよ
う。そして、こうした立場からは、終局決定時までに一個の虞犯事実だけ
成立することになる。このように、学説上は勿論のこと、判例上も広く、
手続上できるだけ明確な同一性の基準を採用することにより、少年の法的
地位の安定化を図ろうとしているということが分かる。
(124) 大塚･同上265頁、裁判所職員総合研修所･前掲注（74）41頁参照。
(125) 最高裁判所事務総局家庭局･前掲注（63）134頁。
(126) 私見としても、今ここにいる少年（とりわけ成長発達過程にあるその人格）に
どう応えるかという視点を重視する必要があると考えることからも、一定時期の虞
犯事実が総体的に特定される②の見解が妥当であるとしたい。
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